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提 案 理 由 

 消費税増税を中止し、国民生活を守る理由から、消費税の１０％増税中止を求める

意見書を地方自治法第９９条の規定に基づき政府に対して提出するため、この案を提

出します。 



消費税の１０％増税中止を求める意見書 

 

 ２０１７年４月に消費税を１０％に増税することが法制化されています。しかし、

この増税は国民の納得を得ているとは到底言えません。 

 ８％増税が実施された後、社会保障の制度は、医療、介護、年金、生活保護など多

くの項目で個人負担を増やす改定が続いており、消費税が社会保障制度の充実に役立

った実感は全く持てません。 

 政府経済産業省は、国と地方を合わせて３４．６２％(２０１４年度)であった法人

実効税率を２０％台に下げる減税計画を「できるだけ早期に完了させる」との考えと

言われます。政府が減税の対象とする大企業は、経常利益も内部留保も株主への配当

金も過去最高となっています。 

 一方、政府は生活費が課税対象となる消費税の増税で困難が増す国民の声を受け止

めていません。貧困率１６．３％の子どもの生活はより一層困難になり、雇用が不安

定な状況の市民や、年金が少ない高齢者の生活も深刻さが増します。 

 政府が行おうとしている税制改正は、大企業への手厚い減税と国民生活への過酷な

増税であり、合理性がないと言わざるを得ません。 

また、消費税の増税１０％時に、年４０００円を上限に還付する検討が、政府内で

行われていますが、国民が買い物のたびにマイナンバーの個人番号カードを提示し、

小売店がそのための読み取り機器をレジごとに備え付けなければならない内容と言

われ、十分な軽減策でないばかりではなく、新たな不安と不公平を呼びおこします。 

よって、富士見市議会は、政府に対し、消費税の１０％増税を中止するよう強く求

めるものです。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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